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本資料に含まれる計画、見通し、戦略その他の将来に関する記述は、本資料

作成日時点において当社が入手している情報および合理的であると判断して

いる一定の前提に基づいており、さまざまなリスクおよび不確実性が内在し

ています。実際の業績などは、経営環境の変動などにより、当該記述と大き

く異なる可能性があります。また、本資料に記載されている当社および当社

グループ以外の企業などにかかわる情報は、公開情報などから引用したもの

であり、情報の正確性などについて保証するものではありません。

免責事項



2024年3月期 第２四半期 
連結業績
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4%増収

(注) 本資料では、 増減について特に記載のない場合は前年同期比を指します。 
また端数処理について、特に記載のない場合は表示単位の小数点第一位を四捨五入しています。 

2022年度Q3における共通支配下の取引に係る会計方針の変更に伴い、比較期の業績 (財務数値) を修正再表示しています。
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2兆8,086億

［円］ 2兆9,338億
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7,500

15,000

22,500

30,000

2022年度上期 2023年度上期

7,778億7,600億

2,868億2,628億

3,794億3,625億

13,803億13,855億

売上高 セグメント別

増収
［円］
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377億
1,095億

ファイナンス

メディア・EC

ディストリビューション / 
その他・連結調整

エンタープライズ

コンシューマ ▲0.4%

+5%

+9%

+2%

+190%

2兆8,086億

増収
(エンタープライズ / ディストリビューション / メディア・EC / ファイナンス)

4事業が
2兆9,338億
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1,288

2,575

3,863

5,150

2022年度上期 2023年度上期

5,144億
4,868億

営業利益
［円］

6%増益
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※ PayPay(株)を2022年度Q1から子会社化していたと仮定した場合、22年度上期の営業利益は-92億円で73億円改善

(120)

1,210

2,540

3,870

5,200
5,144億

4,868億 135億

123億

1,090億852億

819億713億

3,096億3,156億

2022年度上期 2023年度上期

営業利益 セグメント別
［円］
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2桁増益

ファイナンス事業は 
実質増益

全セグメント実質増益の 

年間計画通りに進捗

エンタープライズ、メディア・EC、ディストリビューションディストリビューション

メディア・EC

エンタープライズ

コンシューマ

その他・連結調整 (-5億)

ファイナンス (50億)

ファイナンス 
 (-20億)

その他・連結調整 (23億)

その他・連結調整 (-26億)

▲2%

+15%

+10%

+28%

※
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775

1,550

2,325

3,100

2022年度上期 2023年度上期

3,021億

2,342億

純利益
［円］

29%増益

7(注) 純利益：親会社の所有者に帰属する純利益



2023年度 第2四半期 連結業績
［円］

2022年度 
上期

2023年度 
上期 増減 増減率

売上高 2兆8,086億 2兆9,338億 +1,252億 +4%

営業利益 4,868億 5,144億 +275億 +6%

純利益 2,342億 3,021億 +679億 +29%

8(注) 純利益：親会社の所有者に帰属する純利益
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2023年度 通期業績予想 進捗率

2023年度上期 
実績

2023年度 
通期業績予想 進捗率

売上高 2兆9,338億 6兆 49%

営業利益 5,144億 7,800億 66%

純利益 3,021億 4,200億 72%

［円］
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2023年度 セグメント別営業利益予想 進捗率
2023年度上期 
実績

2023年度 
通期業績予想 進捗率

コンシューマ 3,096億 4,700億 66%
エンタープライズ 819億 1,525億 54%

ディストリビューション 135億 267億 51%
メディア・EC 1,090億 1,760億 62%
ファイナンス -20億 -200億 -
その他 23億 -252億 -
全社計 5,144億 7,800億 66%

［円］



達成に向けて順調に進捗

純利益 
2025年度 
最高益 
(5,350億円)

安定した 
調整後FCFの 

創出

営業利益 
2021年度 
水準に回復 
(2025年度)

中期経営計画のテーマ (～2025年度)

11

(期初目標)



コンシューマ 
事業
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10,500

14,000

2022年度上期 2023年度上期

2,731億2,614億

1,290億1,424億

2,015億1,988億

7,766億7,829億モバイル

物販等売上

ブロードバンド

でんき

コンシューマ事業 売上高

0.4%減収

［円］
1兆3,855億 1兆3,803億
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モバイル売上高 前年同期比 減少額
［件］

(注) 顧客獲得施策影響および一過性要因 (2021年度におけるデータくりこしの提供開始および基本料1ヶ月無料の影響) を除く実力値での減少額

減少額は 
縮小傾向

21年度 
Q2 Q3 Q4

22年度 
Q1 Q2 Q3 Q4

23年度 
Q1 Q2

-5億

-58億

-95億
-117億

-140億

-177億
-146億

-203億

-280億

［円］
※顧客獲得施策影響、一過性要因を除く実力値
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3,200

2022年度上期 2023年度上期

3,096億3,156億

コンシューマ事業 営業利益
［円］

2%減益

通期では増益の見込み



16

コンシューマ事業 通期営業利益予想 進捗

通期増益に向けて 
順調に進捗

0

1,200

2,400

3,600

4,800

2022年度 2023年度

4,700億4,624億

上期 進捗率 
66%

［円］

3,096億

コンシューマ事業
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11

23

34

45

21年度上期 22年度上期 23年度上期

40万
34万

8万

主要回線 純増数
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モバイル契約 純増数

0

20

40

60

80

21年度上期 22年度上期 23年度上期

63万
74万

58万

スマートフォン 純増数

［件］

(注) 純増数：該当上期末の累計契約数－前年度末の累計契約数、主要回線：スマートフォン、従来型携帯電話、タブレット、モバイルデータ通信端末、｢おうちのでんわ 」などの合計。法人契約を含みます。

昨年に引き続き好調が継続
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3,000

20年度Q2 21年度Q2 22年度Q2 23年度Q2

2,989万
2,832万

2,650万
2,500万
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スマートフォン 累計契約数
［件］

6%増
スマートフォン契約数

(注) 法人契約を含みます。

2023年11月6日 
3,000万契約目標を突破

(2020年8月公表)



PayPayとの連携で 
無制限プランをおトクに提供

19

料金プラン改定 (2023年10月～)

ソフトバンク ワイモバイル

「シンプル2」

※1 時間帯により速度制御の場合あり。テザリングと合計200GB/月超の場合、通常利用に影響のない範囲(最大4.5Mbps)で速度制御。データシェアは50GBまで。 
※2 ペイしてトクトクキャンペーン適用時。ペイトク無制限(税込 9,625円/月)加入の場合。PayPayポイントの付与については通信料等対象外あり ※3「PayPayカード割(税込▲187円/月)」・「おうち割 光セット(A) (税込▲1,100円/月) 」

PayPayポイント付与率

+5% +15%
※2

EC

コンビニ 飲食

アパレル

シンプル2
S M L

4GB 20GB 30GB

(税抜) 980 円/月 (税抜)1,980 円/月 (税抜) 2,980 円/月

データ使用量の増加に対応 
1GB当たりの単価を引き下げ

※1

(税込 1,078円) (税込 2,178円) (税込 3,278円)

「ペイトク無制限」適用時

ともに付与上限4,000円相当/月、最短2024年2月20日分の決済まで

おうち割 光セット(A)・PayPayカード割 適用時の基本料

(「シンプル2 S/M」)

※3
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グループシナジー創出のメリット

グループサービスの利用により 

解約率が低減
0

0

1

1

2

スマートフォン解約率 ※1

※1 ｢ソフトバンク｣ブランドおよび｢ワイモバイル｣における2023年度Q2のスマートフォン解約率。 
MNP(携帯電話番号ポータビリティ)による解約と純解約の合計をもとに算出しています。当社モバイル

ブランド内での転入･転出および、法人契約は除きます。

利用なし 利用あり

利用なし 利用あり

利用なし 利用あり 
(いずれか1つ以上)

約1/3スマホ 
解約率
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エンタープライズ 
事業
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0

975

1,950

2,925

3,900

2022年度上期 2023年度上期

3,794億3,625億

1,319億1,144億

881億923億

1,593億1,559億

エンタープライズ事業 売上高
［円］

5%増収
ソリューションが順調

ソリュー 
ション等

モバイル

固定通信

+15%
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0

208

415

623

830

2022年度上期 2023年度上期

819億

713億

エンタープライズ事業 営業利益
［円］

15%増益
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0

338

675

1,013

1,350

20年度上期 21年度上期 22年度上期 23年度上期

334億

306億
255億

296億

985億
838億756億

624億

エンタープライズ事業 ソリューション等 売上高
［円］

継続

非継続

920億
1,012億

1,319億

(注) クラウド・セキュリティ・IoTなどのうち継続的な収入、
データセンター・デジタルマーケティングなどの収入

1,144億

継続収入が 
18%増加
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ヘルスケア領域 Autonomous Building領域

エンタープライズ事業 成長戦略  
(社会課題の解決に繋がる新事業の創出)

2つの領域で進展
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新事業：ヘルスケア領域の進捗

住友生命とHTKKが資本・業務提携

先進的な保険商品 /  
デジタル活用ノウハウ / データ / 知見

健康相談ノウハウ / 健康基礎データ / 
医師や薬剤師等の専門的な知見 etc.

ウェルビーイング領域の 
新サービス開発＋

お客さま

10月5日 
発表

ヘルスケアテクノロジーズ(株)
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新事業：Autonomous Building領域の進捗

日建設計との合弁会社を設立 データ連携により 
自律運営するビルを普及へ

49% ビルOS

空調 照明 エレベータ 防犯カメラ

共通プロトコル 

清掃・空調の自動化 自律的な災害対応 混雑緩和
日本最大の 
組織設計事務所

51%

10月25日 
発表

（シナプスパーク）
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メディア・EC 
事業
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

2022年度上期 2023年度上期

7,778億7,600億
440億414億

4,150億4,106億

3,188億3,080億

［円］
メディア・EC事業 売上高

戦略・ 
その他

コマース

メディア

2%増収
(注) 2022年度Q3より、PayPay株式会社を連結したことに伴い、 

報告セグメントに「金融(現ファイナンス)」を新設しました。 
合わせて、各セグメントを構成する会社を見直し、 

「メディア・EC」の2022年度上期の数値を遡及修正しています。 
2023年度Q1において、LINEヤフー株式会社グループでは 

事業の管理区分を見直し、一部のサービスについて区分を移管しました。 
これに伴い、2022年度上期の「メディア」および「戦略・その他」の内訳を修正再表示しています。
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0

275

550

825

1,100

2022年度上期 2023年度上期

1,090億

852億

［円］
メディア・EC事業 営業利益

28%増益

(注) 2022年度Q3より、PayPay株式会社を連結したことに伴い、 
報告セグメントに「金融(現ファイナンス)」を新設しました。 

合わせて、各セグメントを構成する会社を見直し、 
「メディア・EC」の2022年度上期の数値を遡及修正しています。 
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グループ再編の完了

グループ再編 
(2023年10月1日完了)

事業効率化とメディア・検索・コマースの再成長へ
Logotype

Logo ColorsColor

Background Colors

Ze Purple

6A00FF
106, 0, 255
74, 78, 0, 0
2097C

HEX
RGB
CMYK
PANTONE

Ze Purple

6A00FF
106, 0, 255
74, 78, 0, 0
2097C

HEX
RGB
CMYK
PANTONE

Ze Black

000000
0, 0, 0
0, 0, 0, 100
Black 6C

HEX
RGB
CMYK
PANTONE

Ze Black

000000
0, 0, 0
0, 0, 0, 100
Black 6C

HEX
RGB
CMYK
PANTONE

マークおよびロゴは、規定カラーでのみ使用し、背景色も特殊な場合を
除き、規定カラーのみで使用することを推奨いたします。

21© Z Holdings Corporation All rights reserved. Z entertainment Brand Guideline

※ グループ内再編および商号変更の完了時期 (効力発生日)

※



今後の取り組み
合併により成長に向けた取り組みを加速

クロスユース
・アカウント連携の推進 
・「LYPプレミアム」の提供 
・「LINE」のタブを刷新

検索
・検索からの流入と重要なクエリ領域を強化 
・新広告商品の導入 
・生成AIを活用した新たな検索体験の提供

コマース
・「LYPプレミアム」会員を自社コマースサービスへ誘導 
・統合コマース検索の提供 
・「LINE」のタブに「ショッピング」タブを導入

金融
・重複していた事業領域の整理 
・「PayPay」を中心としたサービスの連携 
・「LINE」「Yahoo! JAPAN」の顧客基盤を「PayPay」に誘導

(コマース / ローカル / ナレッジ)
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ファイナンス事業
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ファイナンス事業 売上高

0

275

550

825

1,100

2022年度上期 2023年度上期

1,095億

377億

［円］

2.9倍
主にPayPay(株)子会社化により

2.8倍



(120)

(77)

(34)

9

52

2022年度上期 2023年度上期
35

ファイナンス事業 営業利益
［円］

減益
PayPay(株)を2022年度Q3から 

子会社化した影響により

50億

-20億



(120)

(77)

(34)

9

52

2022年度上期 2023年度上期
36

ファイナンス事業 営業利益
［円］

-92億

PayPay(株)を2022年度Q1から 
子会社化していたと仮定した場合

大幅に改善
実力値では

-20億



37

995億円
売上高 (上期)

前年同期比 33%増

0

275

550

825

1,100

2021年度 
上期

2022年度 
上期

2023年度 
上期

995億

747億

448億

(出所) PayPay株式会社 
(注) 持分プーリング法の適用により、PayPayカード株式会社の財務諸表を2021年度期初から連結しています。 

連結売上高：PayPay連結(各年度6カ月分含む)、IFRS。非監査です。

 PayPay 連結売上高
［円］



(220)

(151)

(83)

(14)

55

2021年度 
上期

2022年度 
上期

2023年度 
上期

初の黒字化

38

-192億

-45億

41億

 PayPay 連結EBITDA

(出所) PayPay株式会社 
(注) 持分プーリング法の適用により、PayPayカード株式会社の財務諸表を2021年度期初から連結しています。 

連結EBITDA：PayPay連結ベース、営業利益に減価償却費を足したEBITDA(各年度6カ月分含む)、IFRS。非監査です。

［円］

2四半期連続黒字
連結EBITDA17億 (Q1)

24億 (Q2)
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台湾のキャッシュレス決済と連携 (2023年10月～)

台湾の3つの 
キャッシュレス決済サービスで 
PayPay決済が可能に

訪日外国人の約70%が 
利用するキャッシュレス決済との 

接続が可能に

約70%
台湾

韓国/中国/タイ etc.

※1

※1 2023年1月～2023年9月の訪日外客数1,737万人を元に当社にて算出。日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数 (2023年9月推計値、2023年10月18日発表）」 
※2 韓国、中国、香港、タイ、フィリピン、マレーシアが含まれます。 

※3「JKOPay」：サービス提供中、「PXPay Plus」「E.SUN Wallet」：サービス提供予定 (ローンチ日未定)

当社出資先の 
米TBCASoft, Inc.が提供する 
QR決済の国際ネットワーク

2023年1～9月 
計1,737万人

※2

※3

JKOPay PXPay Plus E.SUN Wallet
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3.8兆円
前年同期比 21%増

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

20年度 
上期

21年度 
上期

22年度 
上期

23年度 
上期

3.8兆

3.1兆

2.4兆

1.9兆

　　　　　　　　　　   決済取扱高(GMV)

通信 
(ソフトバンク(株) 通信料金等 決済関連)

非通信 
(当社グループ外の 
決済を含む)

前年同期比 
29%増

［円］



41

0
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3,000

4,500

6,000

20年度 
上期

21年度 
上期

22年度 
上期

23年度 
上期

56億
50億

46億
39億

　　　　　　　　　　   営業利益
［円］

14%増益
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                    ポイント運用 累計運用者数

0

3,050,000

6,100,000

9,150,000

12,200,000

2020年 
9月

2021年 
9月

2022年 
9月

1,200万超

1,200万人を突破
ポイント運用 累計運用者数

業界最速で

2023年 
9月
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非地上系ネットワークの進捗
(NTN)



できるようなものがあるか。

当社がNTNを活用し目指す方向性

衛星やHAPSを活用し、圏外エリアのない世界を実現
(注) HAPS：High Altitude Platform Station、成層圏から広域エリアに安定した通信ネットワークを提供する成層圏通信プラットフォーム 
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OneWebと販売パートナー契約を締結 (2023年9月)
セキュリティや品質を重視した衛星通信サービスを提供へ 

(帯域保証・専用線サービス)

OneWebの低軌道衛星(高度1,200km)

高度化に向けて連携を加速

従来衛星 OneWeb

195Mbps
通信速度(下り)

数Mbps

※

※ 端末スペック上の最大値

通信速度(上り)※

従来衛星 OneWeb

数Mbps

32Mbps



46

「Starlink Business」の提供を開始 (2023年9月27日)

高度化に向けて連携を加速

国内の企業や自治体向けに衛星ブロードバンドサービスを提供
通信速度(下り)：最大220Mbps 
通信速度(上り)：最大25Mbps 
※ベストエフォート型

主なユースケース

船舶建設現場 自治体のBCP対策
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総務省所管のNICTから２つの委託研究を受託

HAPS商用化に向けて研究開発を加速

(注) NICT：国立研究開発法人情報通信研究機構、５ヶ年で最大136億円の委託料を受ける予定。(初年度は37.4億円。ステージゲート評価等を踏まえ、
継続の必要性等が認められた場合は研究開発を継続予定 (最長で令和9年度まで))

災害時の応急エリアカバレッジ HAPS通信の高速・大容量化

地上局

応急エリアカバレッジ

地上局

フィーダリンクの 
高速大容量化

(地上局とHAPS間の通信)

セル高密度化

エヌ・アイ・シー・ティー
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ルワンダにおけるHAPSの実証実験

成層圏からの5G通信試験に世界で初めて成功

※1 成層圏において、飛行機型のHAPSを活用した5Gの通信試験に成功したのは世界初。2023年10月17日時点での公開情報に基づく。ソフトバンク調べ。

5G通信機器を自社開発
(ペイロード)

デジタル格差・教育格差の 
解消を目指す

当社が開発した5G通信機器(ペイロード)

※1
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69件

12件

13件

13件

15件

15件

16件

19件

20件

23件
Bridgewest Finance

Spatial Digital Systems

Aalyria Technologies

特許競争力で優位なポジション

HAPS通信関連の米国特許権件数

(注) PatSnap社の「PatSnap Analytics」を用い、CPC(Cooperative Patent Classification)H04B7/18504が
付与された権利存続中米国特許権を案件単位で集計（2023年10月17日時点）

INRIX

AeroVironment

Qualcomm

Boeing

Ericsson

Google
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次世代社会インフラの 
構築に向けた進捗



次世代社会インフラの構造 (AIデータセンター)

HPC・AI基盤 Data Lake 量子 
コンピュータ

計算基盤

Core Brain

・グリーンエネルギー調達
・計算基盤を分散配置

Regional Brain

(注) HPC：ハイパフォーマンスコンピューティング

進捗あり
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北海道データセンターを構築へ 
(第1次工事完了・開業予定：2026年度、300MWに向けて順次拡大予定)

Core Brainの進捗

(注) 経済産業省のデータセンター地方拠点整備事業の事業者に採択され、補助金を受ける予定

最大300MW(国内最大級) 
土地(70万㎡)

再生可能エネルギーを 
活用



53

北海道を選んだ理由

①デジタル産業の集積地 ②国際海底ケーブルの整備
(陸揚げ局が新設予定)

(北海道を最先端技術の集積地へ)

③豊富な再生可能エネルギー

石狩市

千歳市

苫小牧

再エネ活用データセンターの集積

半導体産業の展開 
(Rapidus)

石狩

秋田

日本海ルート

北極海経由 
ヨーロッパルート

室蘭

八戸

*室蘭-八戸は当社敷設済 
*石狩-秋田は共同建設/2023年12月開業予定

北米ルート
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分散型AIデータセンターの構造 (2023年5月 当社 長期ビジョン説明資料より抜粋)

進捗① 進捗②
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HPC・AI基盤の進捗

(DGX SuperPOD)

(注) LLM：大規模言語モデル

生成AI基盤が稼働

2024年内に 
3,500億パラメーターの 
日本語国産LLMを構築へ

進捗①
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研究開発を推進

量子コンピューターの進捗進捗②

量子コンピューターの 
実用化に向けた
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微細なノイズによる 
計算エラーが発生

計算環境の維持が難しく 
長時間の計算が困難

スパコンとの連携・協調が必要

量子コンピューターの実用化における課題
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スーパーコンピュータ 
「富岳」

量子 
コンピューター

スパコン連携によるメリット

エラー緩和・エラー抑制

アルゴリズム最適化・計算分割

スパコンと協調した計算・制御

 (経済産業省の事業に採択決定)
量子・スパコン 連携プラットフォームの開発

量子・スパコン 
連携プラットフォーム

(注) 経済産業省のポスト5G情報通信システム基盤強化研究開発事業 (開発テーマ：量子・スパコンの統合利用技術の開発) の事業者に採択 
概要：量子・HPC連携システムソフトウェアの研究開発と、量子・スパコン連携プラットフォームの構築
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発行価格 
総額   1,200億円

固定配当 
年率   2.5%

上場日   2023年11月2日

主な使途
 主に次世代社会インフラに関連した成長投資 
  　

成長投資資金の確保：第1回社債型種類株式

財務基盤の強化を図る

※2

(分散型AIデータセンター、デジタルプラットフォーム、 
 超分散コンピューティング基盤(xIPF)、生成AI等)

※1 発行価格4,000円、固定配当1株当たり100円 (2024年3月31日を基準日とする第1回社債型種類株式優先配当金の額は、41.53円 (1年を366日とする日割計算))　 
※2 2028年度以前に基準日が属する場合年2.500％、2029年度以降に基準日が属する場合各基準日が属する事業年度につき、その直前事業年度の末日の2営業日前の日 (年率基準日) における1年国債金利に3.182％を加えた率

※1
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まとめ

2

3

4
60

PayPayの連結EBITDAが2四半期連続で黒字

次世代社会インフラに係る取り組みが進展

純利益 が29%増益 (進捗率72% )

モバイル料金改定を発表

※1 ※2

※1 親会社の所有者に帰属する純利益　※2 通期業績予想に対する進捗率



情報革命で人々を幸せに
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